
 

 

１ 

第３補給処公示第１０３１号 

令 和 ７ 年 ３ 月 ２ ６ 日 

 

各 位 

 

分 任 支 出 負 担 行 為 担 当 官  

航空自衛隊第３補給処調達部長 

林 千里 

 

 

公    示 

 

入札及び契約心得の一部を次のとおり改正し、令和７年４月１日から適用

します。 

 

 

１ 本文を次のとおり改めました。 

改正前 改正後 

 

第１章 

1.1、1.2 （略） 

1.3 資料の提出・提示 

相手方は、第３補給処に資料を提出又は

提示する場合には、虚偽の資料を提出又は

提示してはならない。また、書類等に字句

を記入して提出、提示する際は、鉛筆や消

えるボールペンを使用したものを提出して

はならない（特に指定がある場合を除

く。）。 

 

第２章～第５章 （略） 

 

第６章 契約の事故 

6.1～6.4 （略） 

6.5 契約物品の契約不適合 

6.5.1 （略） 

6.5.2 相手方は、契約条項に定める契約不

適合の修補等請求期間内において納入した

契約物品について分支担官から異状通知

（契約不適合修補等請求）書（別紙様式第

6-8）（以下、「異状通知書」という。）

 

第１章 

1.1、1.2 （略） 

1.3 資料の提出・提示 

相手方は、第３補給処に資料を提出又は

提示する場合には、不真正な資料を提出又

は提示してはならない。また、書類等に字

句を記入して提出、提示する際は、鉛筆や

消えるボールペンを使用したものを提出し

てはならない（特に指定がある場合を除

く。）。 

 

第２章～第５章 （略） 

 

第６章 契約の事故 

6.1～6.4 （略） 

6.5 契約物品の契約不適合 

6.5.1 （略） 

6.5.2 相手方は、契約条項に定める契約不

適合の修補等請求期間内において納入した

契約物品について分支担官から異状通知書

（別紙様式第6-8）の送付を受けた場合に

は、修補等の条件に従い、速やかに修補等



 

 

２ 

の送付を受けた場合には、修補等の条件に

従い、速やかに修補等を行わなければなら

ない。この場合において、異議がないとき

は、速やかに契約不適合修補等承諾書（別

紙様式第6-9）６部を契約課等へ提出しな

ければならない。 

6.5.3～6.5.11 （略） 

6.6～6.7 （略） 

 

第７章 （略） 

 

第８章 雑則 

8.1～8.4 （略） 

8.5 原価調査、制度調査及び輸入調達調査

等 

8.5.1 制度調査及び輸入調達調査に係る事

項 

(1) （略） 

(2) 資料の提出又は提示について 

契約の相手方は、契約担当官等に資料

を提出又は提示する場合には、虚偽の資

料を提出又は提示してはならない。ま

た、鉛筆や消えるボールペンを使用した

ものを提出又は提示してはならないもの

とする（特に指定がある場合を除

く。）。 

(3) （略） 

8.5.2～8.5.5 （略） 

8.6～8.10 （略） 

 

第９章、第１０章 （略） 

を行わなければならない。この場合におい

て、異議がないときは、速やかに契約不適

合修補等承諾書（別紙様式第6-9）６部を

契約課等へ提出しなければならない。 

 

 

6.5.3～6.5.11 （略） 

6.6～6.7 （略） 

 

第７章 （略） 

 

第８章 雑則 

8.1～8.4 （略） 

8.5 原価調査、制度調査及び輸入調達調査

等 

8.5.1 制度調査及び輸入調達調査に係る事

項 

(1) （略） 

(2) 資料の提出又は提示について 

契約の相手方は、契約担当官等に資料

を提出又は提示する場合には、不真正な

資料を提出又は提示してはならない。ま

た、鉛筆や消えるボールペンを使用した

ものを提出又は提示してはならないもの

とする（特に指定がある場合を除

く。）。 

(3) （略） 

8.5.2～8.5.5 （略） 

8.6～8.10 （略） 

 

第９章、第１０章 （略） 

 

２ 別紙様式目次中「別紙様式第６－８ 異状通知（契約不適合修補等請求）書」を

「別紙様式第６－８ 異状通知書」に改めました。 

 

３ 別紙様式第６－７を別紙第１のとおり改めました。 

 

４ 別紙様式第６－８を別紙第２のとおり改めました。 

 

５ 別紙様式第６－９を別紙第３のとおり改めました。 

 

６ 別紙様式第６－１２を別紙第４のとおり改めました。 



 

 

３ 

 

７ 別冊５－１０「輸入品等に関する契約に係る資料の信頼性確保及び輸入調達調査

の実施に関する特約条項」を次のとおり改めました。 

改正前 改正後 

第１条～第４条 （略） 

（虚偽の資料の提出等に対する違約金） 

第５条 乙は、次の各号に掲げる場合は、真

正な資料を提出し、又は提示して、真実を

説明しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 甲が行う手数料率算定に際して、資料

を提出又は提示する場合 

 

 

 

 

(3) 甲が特約条項に基づいて行う代金の精

算等に際して、資料を提出又は提示する

場合 

 

 

 

２ 乙は、前項各号のいずれかに一に該当す

る場合において乙が虚偽の資料を提出し、

又は提示したことを、甲がこの契約の履行

後に前条に基づく問い合わせにより又は契

約代金の最終の支払以降において基本契約

条項第○○条に規定する調査により確認し

たときは、甲が乙に支払った金額と乙が契

約の履行のために実際に支出し、又は負担

した費用に適正な利益を加えた金額との差

額の２倍の金額を、違約金として甲に支払

うものとする。 

 

 

３ 次の各号に掲げる場合における、前項の

規定の適用については、同項中「２倍の金

額」とあるのは、当該各号に定める金額と

する。 

(1) 乙が、防衛省（甲を含む。以下同

じ。）が実施を通知した次条に規定する

第１条～第４条 （略） 

（不真正な資料の提出等に対する違約金） 

第５条 乙は、次の各号に掲げる場合は、真

正な資料を提出し、又は提示して、真実を

説明しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 防衛省（甲を含む。以下同じ。）が行

う手数料率算定に際して、資料を提出又

は提示する場合 

(3) 甲が乙による契約の履行を監督し、又

は検査するに際して、資料を提出又は提

示する場合 

(4) 甲が特約条項に基づいて行う代金の精

算等に際して、資料を提出又は提示する

場合 

(5) 乙が甲に対して当該契約に係る支払金

額を請求するに際して、資料を提出又は

提示する場合 

２ 乙は、前項各号のいずれかに該当する場

合において乙が不真正な資料を提出し、若

しくは提示し、又は不実の説明を行ってい

たことにより、本契約で防衛省に損害が発

生したことを、甲がこの契約の履行後に前

条に基づく問い合わせにより又は契約代金

の最終の支払以降において基本契約条項第

○○条に規定する調査により確認したとき

は、甲が乙に支払った金額と乙が契約の履

行のために実際に支出し、又は負担した費

用に適正な利益を加えた金額との差額の２

倍の金額を、違約金として甲に支払うもの

とする。 

３ 次の各号に掲げる場合における、前項の

規定の適用については、同項中「２倍の金

額」とあるのは、当該各号に定める金額と

する。 

(1) 乙が、防衛省が実施を通知した次条に

規定する輸入調達調査を拒み、又は当該



 

 

４ 

輸入調達調査を拒み、又は当該輸入調達

調査の対象、方法、期間等を制限するこ

とを求めた場合であって、当該輸入調達

調査の実施を乙が拒んだ日、当該輸入調

達調査が終了した日若しくは当該輸入調

達調査が中断した日から３年以内又は当

該輸入調達調査の期間中に不正行為が発

覚したとき ４倍の金額 

(2)、(3) （略） 

４ 前第２項の規定にかかわらず、乙が過失

（重過失を除く。）により不実の資料を提

出し、又は提示したときは、違約金の支払

いを要さない。 

 

５ （略） 

第６条～第９条 （略） 

輸入調達調査の対象、方法、期間等を制

限することを求めた場合であって、当該

輸入調達調査の実施を乙が拒んだ日、当

該輸入調達調査が終了した日若しくは当

該輸入調達調査が中断した日から３年以

内又は当該輸入調達調査の期間中に不正

行為が発覚したとき ４倍の金額 

 

(2)、(3) （略） 

４ 前第２項の規定にかかわらず、第１項各

号に掲げる場合において、乙が過失（重過

失を除く。）により不真正な資料を提出

し、若しくは提示し、又は不実の説明を行

ったときは、違約金の支払いを要さない。 

５ （略） 

第６条～第９条 （略） 

 

８ 別冊５－１７「資料の信頼性確保及び制度調査の実施に関する特約条項」を次の

とおり改めました。 

改正前 改正後 

第１条 （略） 

（虚偽の資料の提出等に対する違約金） 

第２条 乙は、次の各号に掲げる場合は、真

正な資料を提出し、又は提示して、真実を

説明しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 甲が行う経費率（加工費率、一般管理

費及び販売費率、利子率、利益率その他

の原価計算方式により予定価格を算定す

る上で必要となる率をいう。第８条にお

いて同じ。）の算定に際して、資料を提

出又は提示する場合 

 

 

 

 (3) 甲が特約条項に基づいて行う原価監査

等に際して、資料を提出又は提示する場

合 

 

 

 

第１条 （略） 

（不真正な資料の提出等に対する違約金） 

第２条 乙は、次の各号に掲げる場合は、真

正な資料を提出し、又は提示して、真実を

説明しなければならない。 

(1) （略） 

(2) 防衛省（甲を含む。以下同じ。）が行う

経費率（加工費率、一般管理費及び販売費

率、利子率、利益率その他の原価計算方式

により予定価格を算定する上で必要となる

率をいう。第８条において同じ。）の算定

に際して、資料を提出又は提示する場合 

(3) 甲が乙による契約の履行を監督し、又は

検査するに際して、資料を提出又は提示す

る場合 

(4) 防衛省が行う制度調査、原価監査その他

の調査等に際して、資料を提出又は提示す

る場合 

(5) 乙が甲に対して当該契約に係る支払金額

を請求するに際して、資料を提出又は提示

する場合 



 

 

５ 

２ 乙は、原価監査付契約（契約の履行中又

は履行後に甲が行う原価監査により当該契

約に係る支払代金又は乙から返納されるべ

き超過利益を確定することを約定する契約

をいう。次項及び第８条第２項において同

じ。）のうち、超過利益返納条項付契約

（契約の履行後に甲が行う原価監査により

当該契約に関して乙から返納されるべき超

過利益を確定することを約定する契約をい

う。次項及び第７項において同じ。）につ

いて、前項各号のいずれかに掲げる場合に

おいて乙が虚偽の資料を提出し、又は提示

していたことを、返納すべき超過利益の確

定以降において甲が製造請負一般契約条項

第４８条、役務請負一般契約条項にあって

は第５０条に規定する調査により確認した

ときは、甲が乙に支払った金額（既に返納

された超過利益があるときはこれを減じた

金額）と乙が契約の履行のために実際に支

出し、又は負担した費用に適正な利益を加

えた金額との差額の２倍の金額を、違約金

として甲に支払うものとする。 

 

３ 乙は、超過利益返納条項付契約以外の原

価監査付契約について、第１項各号のいず

れかに掲げる場合において乙が虚偽の資料

を提出し、又は提示していたことを、契約

代金の最終の支払い以降において甲が製造

請負一般契約条項第４８条、役務請負一般

契約条項にあっては第５０条に規定する調

査により確認したときは、甲が乙に支払っ

た金額と乙が契約の履行のために実際に支

出し、又は負担した費用に適正な利益を加

えた金額との差額の２倍の金額を、違約金

として甲に支払うものとする。 

 

４ 乙は、一般確定契約（原価監査を約定し

ない契約をいう。）について、第１項各号

に掲げる場合において乙が虚偽の資料を提

出し、又は提示していたことを、契約代金

の最終の支払い以降において甲が製造請負

２ 乙は、原価監査付契約（契約の履行中又

は履行後に甲が行う原価監査により当該契

約に係る支払代金又は乙から返納されるべ

き超過利益を確定することを約定する契約

をいう。次項及び第８条第２項において同

じ。）のうち、超過利益返納条項付契約

（契約の履行後に甲が行う原価監査により

当該契約に関して乙から返納されるべき超

過利益を確定することを約定する契約をい

う。次項及び第７項において同じ。）につ

いて、前項各号のいずれかに掲げる場合に

おいて乙が不真正な資料を提出し、若しく

は提示し、又は不実の説明を行っていたこ

とにより、本契約で防衛省に損害が発生し

たことを、返納すべき超過利益の確定以降

において甲が一般契約条項の適用条項（※

参照）に規定する調査により確認したとき

は、甲が乙に支払った金額（既に返納され

た超過利益があるときはこれを減じた金

額）と乙が契約の履行のために実際に支出

し、又は負担した費用に適正な利益を加え

た金額との差額の２倍の金額を、違約金と

して甲に支払うものとする。 

３ 乙は、超過利益返納条項付契約以外の原

価監査付契約について、第１項各号のいず

れかに掲げる場合において乙が不真正な資

料を提出し、若しくは提示し、又は不実の

説明を行っていたことにより、本契約で防

衛省に損害が発生したことを、契約代金の

最終の支払い以降において甲が一般契約条

項の適用条項（※参照）に規定する調査に

より確認したときは、甲が乙に支払った金

額と乙が契約の履行のために実際に支出

し、又は負担した費用に適正な利益を加え

た金額との差額の２倍の金額を、違約金と

して甲に支払うものとする。 

４ 乙は、一般確定契約（原価監査を約定し

ない契約をいう。）について、第１項各号

に掲げる場合において乙が不真正な資料を

提出し、若しくは提示し、又は不実の説明

を行っていたことにより、本契約で防衛省



 

 

６ 

一般契約条項第４８条、役務請負一般契約

条項にあっては第５０条に規定する調査に

より確認したときは、甲が乙に支払った金

額と乙が契約の履行のために実際に支出

し、又は負担した費用に契約締結後の乙の

努力により低減した費用及び適正な利益を

加えた金額との差額のうち当該虚偽の資料

の提出又は提示に起因して契約金額が増加

したと認められる部分の２倍の金額を、違

約金として甲に支払うものとする。 

 

 

５ 次の各号に掲げる場合における前３項の

規定の適用については、これらの規定中

「２倍の金額」とあるのは、当該各号に定

める金額とする。 

(1) 乙が、防衛省（甲を含む。以下同

じ。）が実施を通知した次条に規定する

制度調査を拒み、又は当該制度調査の対

象、方法、期間等を制限することを求め

た場合であって、当該制度調査の実施を

乙が拒んだ日、当該制度調査が終了した

日若しくは当該制度調査が中断した日か

ら３年以内又は当該制度調査の期間中に

不正行為が発覚したとき ４倍の金額 

(2)、(3) （略） 

６ 第２項から前項までの規定にかかわら

ず、乙が過失（重過失を除く。）により不

実の資料を提出し、又は提示したときは、

違約金の支払いを要さない。 

 

 

７ （略） 

第３条～第８条 （略） 

に損害が発生したことを、契約代金の最終

の支払い以降において甲が一般契約条項の

適用条項（※参照）に規定する調査により

確認したときは、甲が乙に支払った金額と

乙が契約の履行のために実際に支出し、又

は負担した費用に契約締結後の乙の努力に

より低減した費用及び適正な利益を加えた

金額との差額のうち当該不真正な資料の提

出若しくは提示又は不実の説明に起因して

契約金額が増加したと認められる部分の２

倍の金額を、違約金として甲に支払うもの

とする。 

５ 次の各号に掲げる場合における前３項の

規定の適用については、これらの規定中

「２倍の金額」とあるのは、当該各号に定

める金額とする。 

(1) 乙が、防衛省が実施を通知した次条に

規定する制度調査を拒み、又は当該制度

調査の対象、方法、期間等を制限するこ

とを求めた場合であって、当該制度調査

の実施を乙が拒んだ日、当該制度調査が

終了した日若しくは当該制度調査が中断

した日から３年以内又は当該制度調査の

期間中に不正行為が発覚したとき ４倍

の金額 

(2)、(3) （略） 

６ 第２項から前項までの規定にかかわら

ず、第１項各号に掲げる場合において、乙

が過失（重過失を除く。）により不真正な

資料を提出し、若しくは提示し、又は不実

の説明を行ったときは、違約金の支払いを

要さない。 

７ （略） 

第３条～第８条 （略） 

 

※適用条項は、次のとおり。 

・売買一般契約条項 第４２条 

・製造請負一般契約条項 第４８条 

・役務請負一般契約条項 第５０条 

 



 

  

 

 

 

 

契約不適合に関する合意書 

 

統制番号  納 期 令和 年 月 日 

品 名  

数 量  
契
約 

番号 第        号 

金 額  年月日 令和 年 月 日 

 

上記契約物品について発生した契約不適合の処理については、甲乙協議を行った結果、別紙

のとおり合意に達したので、これを証するため、この書２通を作り、双方記名押印の上、各１

通を保有する。 

 

  令和  年  月  日 

 

 

甲 

分任支出負担行為担当官 

航空自衛隊第３補給処調達部長 

                  ㊞ 

 

乙 

住 所 

会社名 

代表者名              ㊞ 

収入 

印紙 

７ 

別紙第１ 

別紙様式第6-7 



 

別紙 

 

 

 

１ 契約不適合修補等の範囲、方法、期限及び場所 

 

 

２ 返還金額 

 

 

３ 契約の変更又は解除の範囲 

 

 

４ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 上記事項のうち、該当する事項のみを記載すること。 

８ 



 

 

３補契約不適合第  号 

令和  年  月  日 

住  所 

会 社 名 

代表者名          殿 

 

                        分任支出負担行為担当官 

                        航空自衛隊第３補給処調達部長 

 

異 状 通 知 書 

統制番号  数 量  

契約番号  単 価  

契約年月日  金 額  

品   名  納 期  

貴社が納入した上記契約物品について、下記のとおり契約不適合があったので、速やかに修

補等をされたく契約条項第  条に基づき通知する。本通知について異議のない場合には、速

やかに契約不適合修補等承諾書を契約課等に提出されたい。異議のある場合には、本通知の日

又は契約不適合物品を受領した日から３０日以内に書面で申し出られたい。 

なお、本通知記載の修補等が完了した場合には、契約不適合修補等確認証を心得6.5.8に基

づいた手続きの後、契約課等に提出されたい。 

 

記 

 

１ 契約不適合発生の部隊等名 

 

２ 契約不適合発生物品納入年月日 

 

３ 契約不適合発生物品の品名及び数量 

 

４ 契約不適合の内容 

 

修補希望条件：（選択）※ 

修補完了後の納入先： 

写送付先： 

 

注：本通知書が送付された場合には、直ちに契約不適合発生の部隊等と契約不適合物品の受領

等について調整を行われたい。 

 

（記載要領） 

（選択)※：「該当品返送修補」、「出張修補」、「良品交換」、「不足数量の追加」、「そ

の他」のいずれかを記入する。 

９ 

別紙第２ 

別紙様式第6-8 



 

第     号 

令和  年  月  日 

分任支出負担行為担当官 

航空自衛隊第３補給処調達部長 

               殿 

 

住  所 

会 社 名 

代表者名 

担当者名 

連 絡 先 

 

契 約 不 適 合 修 補 等 承 諾 書 

 

〇〇〇〇第  号（令和  年  月  日）により異状通知を受けた契約不適合について

は、下記のとおり修補を行うことを承諾します。 

 

記 

 

１ 修補等の契約番号、契約年月日、品名及び数量 

 

２ 修補等完了予定月日 

 

３ 修補等の方法（修補希望条件と異なる修補等を希望する場合のみ記入すること。） 

 

４ 原因 

 

５ その他必要な事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考：当該承諾書に一部変更が生じた場合には、件名に「(一部変更)」を記載し、本文に新旧       

を記載すること。 

１０ 

別紙第３ 

別紙様式第 6-9 


